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連 載 

 

遠隔医療と画像診断（１) 

日米遠隔医療実験（１） 

 

 

佐久間 貞行 

 

背景 

 １９９４年７月に開催された第２０回主要先進国首脳会議（ナポリ・サミッ

ト）において、雇用の創出と持続的な成長を目的に世界情報インフラの発展に

つき話し合う閣僚会議を開催することが合意された。 

 それを受けて、１９９５年２月、ベルギーのブリュッセルにおいて開催され

た「情報社会に関する関係閣僚会合」で、１１の国際共同プロジェクトが合意

された。その一つである「広帯域ネットワークのグローバルな相互運用性（Ｇ

ＩＢＮ）」共同プロジェクトは、各国の広帯域ネットワーク試験研究施設間を国

際海底ケーブル及び国際衛星通信回線により接続し、広帯域ネットワークの相

互接続性実験を行うとともに、広帯域ネットワークを利用したサービスの相互

運用性実験等を行うことにより広帯域ネットワーク・サービスの開発を促進し、

情報通信社会の効用をデモンストレーションするものである。また「グローバ

ル・ヘルスケア・アプケーション」共同プロジェクトには、サブプロジェクト

として「２４時間マルチメディア遠隔医療サーベイランスシステム」がある。 

 一方郵政省通信総合研究所は、１９９５年３月から民間会社の研究所と共同

で、超高速情報通信ネットワーク上でのサービス提供技術に関する研究開発を

進めている。この共同研究においては、双方を結ぶＡＴＭ（非同期転送モード）

による超高速光通信のテストベットとして実験ネットワーク利用技術を研究す

るとともに、さらに超高速ネットワークを活用した音声、画像を統合して扱え

る双方向・ネットワーク型の通信サービスの研究開発を行うこととしている。 

 １９９５年３月、在宅医療におけるマルチメディアの応用に関する「マルチ

メディアと在宅医療研究会」を名古屋大学医学部放射線医学教室、同病院医療

情報部、愛知医科大学放射線医学教室、同情報処理センター、名古屋工業大学

電気情報工学教室で結成、１９９５年４月の第２４回日本医学会総会において

三次元画像表示ＴＶ装置のステレビック（テルモ）を用いた在宅医療用双方向

通信（立体ＴＶ電話）の実験を展示した。 
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 これらを背景として、ＧＩＢＮプロジェクトの一環として遠隔医療実験が行

われるが、その一つとして「名古屋大学－ノースカロライナ大学三角（ノース

カロライナ大学、デユーク大学、ウエイク・フォレスト大学）間三次元医用画

像通信プロジェクト」が始まった。 

 

経緯 

 １９９５年２月、ブリュッセルにおいてＧ７情報社会に関する関係閣僚会合

を開催。その際、情報社会の実現のための具体的行動として１１の共同プロジ

ェクトが合意された。「ＧＩＢＮ」プロジェクトは、日本が幹事国の一つである。 

 １９９５年７月、郵政省からマルチメディアと在宅医療研究会に、日米遠隔

医療実験参画の打診があった。将来遠隔医療で用いられるであろう三次元画像

と音声の実時間双方向通信（立体ＴＶ電話）の実験である。三次元画像表示Ｔ

Ｖ装置として、立体視用専用眼鏡のいらないバックライト方式の「ステレビッ

ク（テルモ）」を用いる。 

 １９９６年１月、米国から合衆国政府、ノースカロライナ州政府補佐官等情

報ハイウエイの責任者が来日、郵政省に「ＧＩＢＮ」プロジェクトの遠隔医療

実験の実行を要請。因みに米国の情報ハイウエイが最も整備されているのはノ

ースカロライナ州であり、名古屋大学医学部とノースカロライナ大学チャペル

ヒル校とは提携校である。 

 １９９６年２月、郵政省にて遠隔医療実験プロジェクト実行案が企画され、

ステレビック実験装置を日本側は名古屋大学、米国側はデユーク大学に設置し

て実験を行うことが検討された。国内関係者は、郵政省、名古屋大学、ＮＴＴ、

ＫＤＤ、富士通、テルモである。 

 １９９６年２月、「ＧＩＢＮ」プロジェクトの日米間の遠隔医療実験を推進す

る郵政省通信政策局長を委員長とする、文部省、厚生省を含む国内連絡会が設

置された。「名古屋大学－ノースカロライナ大学三角」プロジェクトと「九州大

学及び産業医科大学－クリーブランド・クリニック」プロジェクトの推進を計

ることになった。 

 １９９６年７月、郵政省通信総合研究所と名古屋大学にステレビックとその

周辺の装置を設置し、ＡＴＭ（富士通）、ＮＴＴ回線を介して国内通信実験を実

施。米国側と連絡し、画像情報のモデムにＭＰＥＧ２を用いることになった。 

 １９９６年８月、デユーク大学の通信実験担当者が来日、接続実験の実際に

ついて日本側と協議、実験のスケジュールの詳細が詰められるとともに米国側

の期待と熱意が明らかになった。  
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 １９９６年９月、デユーク大学にステレビックと周辺装置を設置して、名古

屋大学－デユーク大学間で、ＮＴＴ－ＫＤＤ－ＡＴＴを介して超高速国際広帯

域ネットワークの接続実験を開始した。（つづく） 
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（名古屋大学名誉教授・テルモ研究開発センター所長） 


